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2019 年 10 月より消費税率が８％から 10％に引き上げられた。2015 年 10 月、2017 年 4

月の 2 回にわたって先送りされた後の引き上げであった。この消費税率の引き上げをめぐ

って様々な議論が展開されたが、その中で注目すべき論点である(1)景気や財政への影響、

(2)軽減税率の是非、(3)商取引多様化の影響、（4)地方消費税の在り方、についての論考を見

ていこう。 
 まず、消費税率引き上げによる財政と日本経済への影響を検討した永濱利廣「財政と日

本経済－来る消費増税、政策・経済の関係深く－」（『統計』、日本統計協会、2019 年 7 月

号）を取り上げよう。同論文では、前回の 2014 年 4 月の 3%引き上げ時と比べて影響につ

いて「経済成長押し下げ圧力は▲0.7％と前回の 4 割強」と試算している。その背景には軽

減税率やポイント還元、プレミアム付き商品券など財政対策に基づく緩和措置が存在して

いる。しかしこのことは財政再建からは遠ざかることを意味し、「財政赤字削減効果は前回

の１/９程度にとどまる」と指摘している。平賀一希｢消費税は景気を悪くするのか？－税制

とマクロ経済学－｣（『経済セミナー』日本評論社、2019 年 8/９月号）は、消費増税が景気

にどのような影響を与えるかについて理論的背景から検討している。同論文は、議論の背景

となる理論モデルにおいて価格が硬直的と仮定される場合（乗数理論モデル）では増税によ

るマイナス効果は大きく、価格が伸縮的と仮定される場合（新古典派モデル）では増税によ

るマイナス効果は小さく、確定的な結論は得られていないと指摘する。前述の永濱論文の背

景にある理論モデルは基本的に前者の立場に立っているといえるだろう。 
 前述のように今回の消費税率引き上げでは、景気への影響や家計負担の考慮のため

様々な緩和措置が取られたが、とりわけ食料品類の税率が据え置きとなり、軽減税率がはじ

めて導入されることとなった。軽減税率の導入についてはほとんどの経済学者・財政学者が

反対の立場を取るが、林宏昭「租税原則と消費税」（『租税研究』2019 年 7 月号）は、「軽減

税率を必要と考える少数派」の立場から「それにはできるだけ簡素な方式が望ましい」と主

張する。同論文が、軽減税率賛成の立場を取るのは、「逆進性への配慮」にあるが、実証研

究結果から逆進性が一番大きいのは光熱・水道であり、「軽減税率の対象は食料品よりも光

熱・水道だろう」と指摘する。 
 消費税は少子高齢化に対する財源として最有力と見られてきたが、近年著しい経済取

引のグローバル化や ICT 化に対しては弱点も存在する。西村幸浩｢なぜ消費税を上げるの

か？－最適課税理論と日本の選択肢－｣（『経済セミナー』日本評論社、2019 年 8/９月号）



では、｢今日、増大している電子商取引（e-commerce）やシェアリングエコノミー（インタ

ーネットやスマートフォンを介した、民泊やカーシェア）は、（大手）企業を通さない直接

販売であったり消費者間取引（CtoC 取引）であったりするため税務当局による捕捉が難し

く、課税対象から漏れる可能性が高い。｣｢これら課税の難しい対象に対しても、納税者の合

意を得ながら、できるだけ漏れの無い術を見つけていくことが、今後必要となる。｣と指摘

する。 
 また、一般に引き上げ後の消費率税の税率は 10%とされるが、正確には国税の消費税

（7.8％）と、地方の財源である地方消費税(2.2％)を足しあわせたものである。上村敏之｢消

費税と地方税の関係は？－安定財源としての地方消費税－｣（『経済セミナー』日本評論社、

2019 年 8/９月号）は、実証研究結果をもとに地方消費税は地方税に求められる｢高い普遍

性と安定性を兼ね備えた地方税であること｣を示している。また西沢和彦｢地方消費税の在

り方－平成 30 年改正の評価－｣（『JRI レビュー』日本総合研究所、Vol.2019,No.7）は、｢地

方消費税の在り方は、地方税の枠組みにとどまらず、財政健全化を進めるうえで欠かせない

消費税という税目に対する国民の信頼にもかかわる極めて重要な問題である｣と論じる。 
 今回の税率引き上げを経て、2020 年度一般会計歳入予算において消費税収は約 21.2 兆

円（消費税率 10%のうち 7.8%分に対応）と予算全体の 21.2％を占め、所得税の 19.5 兆円

（19.0%）を上回り、今や最大の税目となっている。消費税の存在感の高まりは、エビデン

スに基づいた多角的検討の重要性をますます増大させているといえよう。 


